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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】

（人件費）

人件費に係る経常収支比率は類似団体と比べて高い水準にある。しかしながら、人口一人当たり決算額は類似団体を下回っていることから、類似団体に比べ

歳入経常一般財源が少ないため、人件費に係る比率が高くなっているといえる。

また、職員数は少ないものの職員一人当たりの給与等が類似団体に比べ高い水準となっている。これは年齢構成によるところも大きく、集中改革プランに基づ

き、中期的な定員管理の適正化（平成23年度 定員260人 17年～22年 29人削減）を視野に入れながら、新規採用の調整による職員数の低減を進めており、
今後は段階的に効果があらわれてくる見込みである。

（物件費）

物件費が類似団体平均に比べ高くなっているのは、おもに一般廃棄物処理施設および教育施設等の維持管理経費が多額となっていることによる。特に一般廃

棄物処理施設の維持管理については、潮来市の規模で管理するには効率が悪いこともあり、近隣自治体との広域化など多面的に検討を進めている。平成21年
度に保育所1か所を廃園し、経常的経費の削減も進めていく。
（扶助費）

類似団体と同じ水準である。近年特に、子育て支援対策が充実されている関係から児童福祉分野の扶助費が増加傾向にある。扶助費については、法令等に

基づくものがほとんどであるため、財政状況にかかわらず給付するが、資格審査や自立支援等を強化し受給の適正化に努めている。

（公債費）

公債費に係る経常収支比率は類似団体を下回っている。また、実質公債費比率、将来負担比率の財政指標も年々下がってきており、平成16年度から地方債
発行抑制（発行枠 10億円以内目標）を行い地方債残高の縮減に努めている効果が徐々に出始めている。今後、道路・公園・学校などの整備予定があるが事業
計画を調整し、将来的には10億円程度で基礎的財政収支が均衡することを目標に地方債発行抑制を継続する。
（補助費等）

類似団体平均値を下回っているが，集中改革プランでは補助金等の整理合理化や公共的団体への負担金の見直しを掲げており、今後も補助負担金の適正化

に努める。

（その他）

その他の経費に関するものは、国民健康保険や介護保険など医療や福祉分野の経常的な繰出金が増加してきているため、経常収支比率が上昇しており、類

似団体平均値を上回っている。医療費削減効果のある事業に積極的に取組み、保険料等と給付のバランスを保持することに努める方針である。今後、下水道事

業繰出金の増加が見込まれることから、独立採算の原則に立ち返った事業執行を図り、一般会計の負担軽減に努めていく。

【人件費及び人件費に準ずる費用】上記「（人件費）」と同様。

【公債費及び公債費に準ずる費用】上記「（公債費）」と同様。

【普通建設事業費】

普通建設事業費の人口一人当たりの決算額は類似団体平均を下回っている。これは平成16年度から地方債の発行抑制とともに事業計画を調整し施設整備を
進めてきたことによるものである。今後も引き続き事業を厳選し、効果的な施設整備を行っていく方針である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,240,958 73,248 87,870 ▲ 16.6
賃金（物件費） 14,263 466 5,711 ▲ 91.8
一部事務組合負担金（補助費等） 438,708 14,340 9,150 56.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 740 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 117,486 3,840 3,657 5.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 29,618 968 1,891 ▲ 48.8
▲退職金 ▲ 274,853 ▲ 8,984 ▲ 11,422 ▲ 21.3
合計 2,566,180 83,879 97,598 ▲ 14.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.55 9.62 ▲ 2.07
ラスパイレス指数 98.3 96.2 2.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,540,316 50,347 66,472 ▲ 24.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 40 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 384,324 12,562 16,113 ▲ 22.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

8,649 283 4,390 ▲ 93.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

2 0 2,376 ▲ 100.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 24 -

▲特定財源の額 ▲ 182,835 ▲ 5,976 ▲ 4,690 27.4
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 994,374 ▲ 32,502 ▲ 48,515 ▲ 33.0

合計 756,082 24,713 36,211 ▲ 31.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,612,369 51,326 26.5 70,563 5.8 20.7

うち単独分 1,157,973 36,862 18.3 38,225 27.7 ▲ 9.4

1,166,219 37,379 ▲ 27.2 64,305 ▲ 8.9 ▲ 18.3

うち単独分 791,720 25,376 ▲ 31.2 34,136 ▲ 10.7 ▲ 20.5

1,240,230 40,015 7.1 58,137 ▲ 9.6 16.7

うち単独分 782,645 25,252 ▲ 0.5 29,406 ▲ 13.9 13.4

1,058,086 34,273 ▲ 14.3 61,050 5.0 ▲ 19.3

うち単独分 616,021 19,954 ▲ 21.0 31,167 6.0 ▲ 27.0

1,181,264 38,611 12.7 76,282 25.0 ▲ 12.3

うち単独分 669,366 21,879 9.6 41,092 31.8 ▲ 22.2

過去５年間平均 1,251,634 40,321 1.0 66,067 3.5 ▲ 2.5

うち単独分 803,545 25,865 ▲ 5.0 34,805 8.2 ▲ 13.2

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H20

H21

H17

H18

H19

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
90,000

H17 H18 H19 H20 H21

（円）
人口1人当たり決算額の推移

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 茨城県 潮来市

当該団体値 類似団体平均値


